












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































討論（反対） 会派③ C3 ５分









事　項 担当会派 担当者名 所　要
開議宣告 議長 Y
７分
委員長報告 委員長 X
討論（反対２・賛成２） 会派①～④ ２０分
採決 議長 Y
３分
散会宣告 議長 Y
計 ３０分
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資料⑥　財務大臣の趣旨説明文
　ただいま議題となりました「税制の安定及び公平性の確保を図るための相続税法
等の一部を改正する法律案」につきまして、提案の理由及び概要を御説明申し上げ
ます。
　わが国の財政赤字の拡大は深刻な状況にあり、先の臨時国会におきまして、消費
税増税を柱とする社会保障と税の一体改革などが行われたところであります。今後
も、財政の健全化のため、まずはプライマリーバランスの黒字化を目標とする政策
を実施すべきだと考えております。
　その一環として、本法案は、相続税法の基礎控除額の引き下げを主な税制改正と
し、経済的弱者に配慮しつつも、バブル期以降の地価の著しい下落が適切に反映し
ていない点についての是正を行い、税負担の公平性を高めることを目的としており
ます。
　また、高齢者から若年層への所得移転による内需の拡大を促す目的で相続時精算
課税制度の変更も行い、社会の変化に対応した税制改正を行うものであります。
　次に本法律案の概要についてご説明申し上げます。
　第一に、遺産相続に係る基礎控除につき、バブル経済期の地価上昇に配慮して大
幅に引き上げられていたものを、現在のデフレ状況及び地価の価格を考慮して、適
正な金額に改めることとしております。
　第二に、これに伴う影響を考慮し、未成年者及び障害者に対する控除については、
その金額を引き上げ、相続に伴う過度な負担とならないよう軽減措置を講ずること
としております。
　第三に、相続時精算課税制度を一層利用しやすくして、若年層への所得移転と内
需の拡大を促すよう、租税特別措置として所要の措置を講ずるための規定を設けて
おります。
　以上が、本法律案の概要でございます。なにとぞ慎重にご審議の上、速やかに御
可決くださいますようお願い申し上げます。
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資料⑦　質疑答弁集（質疑者１～５）
会派①「自由民ちゅ党」想定問答集
１−１、今回の改正においては基礎控除額の改正とあって様々な議論がなされてい
ますが、一方で不明瞭な点もまだ存在すると思うのです。つきましては今
改正にいたるその経緯、及び改正の重要性について、なぜ税収の中でも割
合の小さい相続税を優先しているのかという観点からお答え下さい。
　（財務大臣）
　お答え致します。税収の大きな割合を占めている法人税・所得税は上げています。
加えて酒税、タバコ税なども、もうすでにほとんど引き上げられております。その
ため、今回は相続税に着手したというわけです。以上です。
１−２、本改正案趣旨にて、今改正案の目的は現存する世代間の負担構造における
偏りの一部を是正し所得の再分配を回復させる、とありますが、その世代
間の負担構造の偏りは、現在どれほど深刻なのでしょうか。お答え下さい。
　（主税局長）
　お答え致します。若年層と高齢者層（35歳と65歳）の間には、現在、約1200万円
の負担構造の差がございます。以上です。
１−３、現在中小企業へは経営承継法に基づく事業継承円滑化の税制措置がとられ
ており、具体的には非上場企業への相続税及び贈与税の納税猶予制度等で
す。今法案改正による増税に際して納税額が増大することを考慮すると、
改正に並行して当措置の対象拡大や手続き簡素化といった救済措置を取っ
ていくことで法案を補完するべきだと考えます。それについてご意見をお
聞かせください。
　（財務大臣）
　お答え致します。ご指摘の通り、私も中小企業への配慮は必要だと考えておりま
す。中小企業の相続が円滑に進めるよう、今回の改正案が可決された暁には猶予制
度の対象拡大や、手続きの簡素化などの救済措置を十分に検討させて頂きます。以
上です。
１−４、憲法25条で「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を
有する。」と定められていますが、この観点からの質問です。相続税の強
化によって現金で支払う金額がより大きくなりますが、「持ち家を売らな
ければ現金を用意できず、相続税が払えない」という状況が現在よりも増
えるのではないでしょうか？今回の法改正によって、相続税を支払う対象
者は増えますが、地価の高い都心の住宅地に家を持つ方への打撃が強いと
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も聞きます。宅地を失わなければ相続税が払えないというのは、住居とい
う文化的で最低限度の生活を営むにあたって重要なものを税制によって失
うということです。これでは憲法25条にある健康で文化的な最低限度の生
活を営む権利を保障できない可能性があります。こういった状況を見込ん
での改正であると存じておりますが、そうした問題をどのように回避して
いるのでしょうか。お聞かせ下さい。
　（主税局長）
　お答え致します。まず、「持ち家を売らなければ現金を用意できず、相続税が払
えない」という状況が現行の法律が改正されることで増加する可能性があるという
ご指摘ですが、地価の高い都心に住居を持つ方のための小規模宅地等の特例は今後
とも改正予定はございません。つまり、この特例が適用された場合、例えば、敷地
の価額が7500万円のところ、計算上は1740万円と算出されるというわけであります。
大変大きな減額であることがわかります。
　また、この特例に適用されることなく、宅地を失わなくてはならない状況が万が
一、発生した場合でも、厚生労働省による生活保護制度が廃止でもされない限り、
憲法25条にある「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」を侵害することはな
いということは明白であります。以上です。
１−５、財務大臣、今回の相続税の基礎控除の引き下げによっては、税収入の増加
を見込んでいるかと存じます。事実上の増税ではありますが「景気への悪
影響が最低限であること」について、税収増の規模と増えた税収の活用ビ
ジョンからご説明頂けますか。
　（財務大臣）
　お答え致します。まず、質問頂いた活用ビジョンについて答えさせていただきま
す。本日の日本の税金の使い道の１位は、社会保障関係費になっており、税金の
26.2％が使われています。よって、今回の相続税改正によって、増えた税収も、福
祉、介護、年金、医療などの分野に使っていきたいと考えております。また、税収
の24.3％は国債の返済に使われています。日本の国債は年々増えておりますので、
増えた税収を使い国債の返済を早急に進めたいと思います。規模という質問に関し
ては、約500億円の税収増になっております。以上です。
１−６、財務大臣、今回の改正案で最高税率が５５％に引き上げられておりますが、
だからといって「今以上に資産の海外移転が促進される恐れは強くない」
ことについて、財務大臣がお考えの経済政策と合わせてご説明頂けますか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。今回の法改正が資産の海外移転にどう関わるかという点につい
て、お答えさせて頂きます。まず、今回の法改正が資産の海外移転の流れを早めて
しまうのかというと、そういうことは恐らく起こらないと言えます。といいますの
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も、現在日本が行っている海外への租税回避の取り締まりは非常に厳しいのですね。
相続税の場合、具体的には次の３つの条件をすべて満たしていないと、日本の相続
税を払わねばなりません。第一に、国籍が海外にあること。第二に、５年以上海外
に住んでおり、その間に一度も日本に住所を持っていないこと。第三に相続財産が
国外にあること。例えば、租税回避のために国籍は海外のものに変えました、５年
日本では暮らしていません。
　しかし、肝心の相続財産が日本のものである場合はわが国に相続税を納めねばな
らないんですね。わざわざ相続税の租税回避のために５年前から海外に住むという
ことも難しいですし、被相続人のお亡くなりになるタイミングを５年前からはかる
というのも困難です。以上のように、日本の相続税の租税回避を行うのは大変難し
い。よって、今回の制度改正により資産の海外移転はなかなか起こるものでないと
お答えさせて頂きます。以上です。
会派②「素晴らしきこのセ会」想定問答集
　（その１）
２−１、私からは憲法的見地から、また現在の格差についていくつかご質問させて
いただきます。日本国憲法14条では、法の下の平等が保障されています。
　　　　　しかし現在わが国では、貧困や、母子家庭、生活保護の問題など様々な
問題によって経済格差が生まれていることはご存知だと思います。現在の
このような状況について政府としては、この問題の原因はどこにあると考
え、この問題を解決するために政府はどのような政策を行うおつもりで
しょうか。相続税の引き上げを格差解消の政策の財源とするならば、相続
税を引き上げるより前にその財源をどのように扱うのか具体的な政策の説
明をする責任があると思います。
　（財務大臣）
　お答え致します。税収の大きな割合を占めている消費税・法人税・所得税は上げ
ています。加えて酒税、タバコ税なども、もうすでにほとんど引き上げられていま
す。そのため、今回は残る相続税に着手したというわけです。以上です。
２−２、平成21年度の消費実態調査によると、60歳・70歳代の世帯の平均貯蓄額は
2000万円を超えており、30歳代の631万円、20歳代以下の316万円を大きく
上回っています。これは高齢者が財を独り占めしているため、若者の貧困
に繫がっていると思われます。では、高齢者が資産を消費することができ
ない理由はなぜでしょうか？政府は高齢者から搾取をするのではなく、高
齢者に資産を使わせるための政策を用意すべきなのではないのでしょう
か？
　（財務副大臣）
　お答え致します。高齢者がご自身の資産を消費することができない理由というの
−364−
岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡
は一概にこれという風には言うことはできないかと思います。ただ、あえて推察を
述べさせて頂くのであれば高齢者は今後のご自身の健康的課題が常にそばにあると
いってよいでしょう。つまりは老後の負担ですね。その老後の負担を考えれば、ご
自分の資産は貯蓄し備えようとするのは当然の心理ではないでしょうか。そのよう
なご高齢の方々の健康的不安を取り除くためには、主に福祉・医療分野での政策を
進めねばなりません。ご高齢の方々の健康不安を解消し、貯蓄傾向を緩和させるた
めにも、以上のような福祉・医療系政策は重要かと存じます。そして、今回の法改
正は税制改革による財政再建、財政再建によるプライマリーバランスの安定化、ひ
いては社会保障費の補充を考えての改正でございます。高齢者が資産を活用するよ
うになって頂くためにも、今回の改正は有効かと思います。以上です。
２−３、先ほども申し上げましたように、高齢者と若年層では大きく財が偏在して
おります。現在の若年層が高齢となった際、現在の高齢者と同等の水準の
資産形成が可能なのかはなはだ疑問であります。本改正案は継続的な税収
が見込めるものではなく一時的なものではないでしょうか。大臣のお考え
をお聞かせください。
　（財務副大臣）
　お答え致します。本改正案は一時的な税収を見込むものであって、継続的な税収
を見込むものでないとのご指摘についてお応えします。そのようなご指摘は当たら
ないというのが我々の考えです。なぜかといいますと、相続税というのはその年そ
の年に亡くなった方の相続された財産に対して働く税制度だからです。ある年には、
国民の誰もが亡くならなかったというのはありえませんし、事実として相続税は毎
年安定的に税収を得ています。
　また、富の偏りについてですが、年齡の高い方ほど長く働いているといえるので、
年齢が上がるほど資産が増えるのは当然のことです。現在の若い方が高齢になった
ときの資産額は、国の経済水準などに左右されるためわかりません。税制は毎年改
定がありますし、相続税も何年かに一度改定があるため、将来の状況に応じて相続
税の仕組みも変わっていくかと思います。以上です。
２−４、当一部改正法案は趣旨として社会的弱者や高齢者の生活水準の安定や保証
の拡充に主軸を置いているように見受けられますが、具体的にどのような
点において安定または保証がなされるのか、それによってどのような変化
がもたらされるのかお聞かせください。また、それによって世代間ないし
は国民内での不平等は生じないのか、生じさせないために講じられる策は
あるのかをお聞かせください。
　（主税局長）
　お答え致します。まず、この法案では「相続時精算課税制度」を一層利用しやす
く、租税特別措置として、所要の措置を講ずるための規定を設けております。「相
模範議会2013　記録と資料
−365−
続時精算課税制度」とは、相続税が将来かからないと見込まれる親子間の贈与にも
メリットがある制度です。従来の制度の下では、相続財産の価額が相続税の基礎控
除以下のため、相続税額が算出されないケースであっても、生前贈与で資産を移転
いたしますと、贈与税の負担が生じておりました。しかし、相続時精算課税の下で
は、上記のケースで、特別控除額2,500万円以内の生前贈与に関しましては贈与時、
相続時を通じて税額ゼロとなります。以上により、若年層への所得移転と内需の拡
大が促されます。もちろん、世代間ないしは国民内での不平等は生じないように、
未成年者及び障害者に対する控除については、その金額を引き上げ、相続に伴う過
度な負担とならないよう、軽減措置を講じる予定であります。以上です。
　（その２）
２−５、私からは、富の再分配機能について質問をさせていただきます。
　　　　　相続税・贈与税は、格差固定化の防止や、富の再分配の観点から、重要
な税であります。しかしながら、バブル期の地価上昇に対応した相続税の
基礎控除の引き上げや、税率構造の累次の緩和等により、相続税が課され
る相続は、亡くなられた方100名に対して４件程度にまで低下するなど、 
その再分配機能の低下が認められます。これを改善するためには相続税の
控除を引き下げ、負担の適正化が必要であると考えます。これに対する国
税庁次長のご意見をお聞かせください。
　（国税庁次長）
　お答え致します。負担の適正化を図るためには控除額の引き下げが必要というご
質問でした。まさにその通りで、今回の改正案はまさにそのことを適応して控除額
の引き下げを行いました。以上です。
２−６、高齢者層の保有している資産を消費性の高い若年層へ移していく政策を行
うことで需要を換気し、国内の経済の活性化を図るとの観点から、贈与税
のもつ政策の重要性は非常に高く、きちんと見直すべきであると考えられ
ています。その見直しをこの法案を機に行っていくべきなのではと考えま
すが、国税庁次長にご意見お聞かせ願いたく存じます。
（財務副大臣）
　お答え致します。経済マターにつきましては、国税庁次長ではなく私の方でお答
えさせて頂きます。この改正案にて祖父母世代から孫世代へ贈与ができるように、
相続時精算課税制度を変更しました。孫世代で支出が多いのは学費、生活費、そし
て結婚資金などが考えられます。親世代は浮いたお金を別にまわすことができるの
で、経済への効果はあると認識しています。また、今回の改正を機に贈与税につい
ての見直しをすべきとのご指摘についてですが、行政と議会が議論していく形で今
後も議会のご協力を得られればと思います。以上です。
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２−７、今回の制度改正をするのみで、持続可能な日本の財政の構築が可能なのか、
疑問がございますが、特にどの点において持続可能財政の構築に一躍買う
のかお聞かせください。
　（財務大臣）
　お答え致します。
　相続税が日本の税金の中で閉める割合は1.8％と少なく、今回の改正のみで、日
本の財政を継続可能な物にすることは難しいです。しかし、今回の改正は、控除額
を引き下げることによって、課税対象を広げ、結果として税収を増やすことでわが
国のプライマリーバランスを調整する上で、財政構築に貢献していると言えると思
います。また、相続税の税収はとても継続可能で安定した物です。日本は高齢化が
進んでおり、被相続人も昭和58年からのデータで増えております。それによって課
税件数も増え、日本の財政の安定化に大きく貢献していると言えると思います。以
上です。
会派③「遊覇巳嚇党」想定問答集
（その１）
３−１、そもそもなぜ、酒税やたばこ税、所得税や法人税、消費税ではなく、相続
税の引き上げなのですか？
　（主税局長）
　お答え致します。確かに、酒税・タバコ税、所得税・法人税は近年改正されたた
め、今回の法案の対象とはいたしませんでした。しかしですね、消費税の税率に関
しては、ご存知のこととは思いますが、26年から27年と段階的に税率を引きあげる
ことが既に決定しております。よって、それが今回の直接的な根拠ではありません。
以上です。
３−２、本案の成立による波及効果は見込めるのか、具体的な数値を挙げた上での
回答をお願いします。
　（財務大臣）
　お答え致します。まず歳入・歳出と経済波及効果は別のものですのでそれぞれを
分けて答えさせて頂きます。
　まず歳入は500億円増を見込んでいます。そして国税庁職員のコスト増が210億円
だと見込んでいます。このプラスが５年間では1450億円になると予測しております。
　一方、本改正案による経済波及効果としては約4350億円を見込んでおります。算
出方法といたしましては、相続時精算課税制度をご利用いただいて教育分野への支
出や、相続税対策で賃貸アパート建設、子へのマイホーム資金の贈与などを考慮し
て約2220億円と算出いたしました。
　ここで経済波及効果とは新規需要の発生に伴い、直接・間接的に効果を受けた額
を示します。先ほど申し上げた額は新規需要でして、経済波及効果を求める際には
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「産業連関表」を用います。具体的には逆行列係数に新規需要額をかけたところ、
経済波及効果として約4350億円を算出した、という次第でございます。以上です。
３−３、２つある相続税の存在意義の一つ、所得課税清算説の観点から質問です。
　　　　　この説は、例えば、被相続人が死ぬまで土地を持ち続けたとしたら、そ
の土地には所得税はかからない。だから、本来、被相続人が払うべきだっ
た所得税の代わりに、相続人が払う税、つまり、相続税をかける必要があ
るといったものです。
　　　　　本案では、実質の相続税の増税でありますが、これは、上の例でいう、
土地の購入から地価が上がっている場合になら納得がいきます。しかし、
現状はバブル崩壊、デフレの長期化で地価が下がっています。所得課税清
算説の立場で言えば、減税すべきところを増税することになり、おかしい
です。本案の贈与税増税も、同じ理由で不適切だと思いますが、いかかで
しょうか。
　（財務大臣）
　お答え致します。今回の改正は課税の対象が広がるということであり、個々の方々
への増税、いわば税が重くなるということではございません。その意味でいいます
と、そもそも増税ではございませんので、ご指摘のようなことはございませんと考
えております。以上です。
３−４、民主商工会と税務署は長年対立していた歴史があり、“見せしめ課税”と
いわれる不当な徴税、それに対する民主商工会による過激な報復が多く行
われていたとの記録があります。さらには税務調査官の実績の一つに「民
主商工会からの脱会指導」があるという話があるほどです。
　（国税庁次長）
　お答え致します。民主商工会というのは、全国に展開している中小企業経営者が
加盟している非営利団体であり、いわば労働組合のようなもので、この団体は国税
庁の活動が不服とする態度を続けています。
　そもそも、民主商工会に参加していない中小企業の方々からは納税していただい
ています。税を収めていただけない個人・企業に対してはモラルハザードを引き起
こさないためにも徴税する必要があります。先ほど委員が仰った「公正で正当」な
活動を国税庁がするからこそ、民主商工会に加盟している未納の企業に対しても公
正かつ正当に徴税する必要があるわけです。
　徴税に関して不服がある場合は第三者組織の「国税不服審判所」があり、ここで
公正な判断がくだされます。民主商工会に属する中小企業は、持論をこちらで発言
なさってはいかがでしょうか。以上です。
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３−５、全国商工団体連合会のHPには「税務調査についての10の心得」と題して
税務調査官による違法調査に注意を呼びかけています。このことから、両
者の対立が伺える一方で、税務署による税務調査にはいささか不信感を感
じます。これについてどう思いますか？
　（国税庁次長）
　お答え致します。通称「全商連」と呼ばれている全国商工団体連合会というのは
先程質問があった民主商工会の親組織のことですね。そして「税務調査についての
10の心得」とは全商連が作成している税務署職員に対するマニュアルですね。ご質
問にお答えする前にこの心得に少し触れさせて頂きます。心得の第一に「自主申告
は納税者の基本的な権利である」とあり、これを国税通則法第16条に則ってそうだ
と主張しています。
　ですが、第16条には、「納付すべき税額が納税者のする申告により確定すること
を原則とし」とあり、その後に「その申告がない場合又はその申告に係る税額の計
算が国税に関する法律の規定に従つていなかった場合、（中略）税務署長又は税関
長の処分がある」と続きます。自主申告された内容に不備やごまかしがあった場合
は、脱税を防ぐために調査をすることをここでは明記されています。
　委員には孔子に論語になりますけれども、納税は義務であり、権利ではありませ
ん。これは憲法第30条が指し示す通りですし、国税通則法第15条にもその旨が記載
されています。国税庁は、法令によって定められたことに従うだけで、法令を超え
る行為はできません。そして自主申告をきっちりしていただければ税務署長・税関
長による処分はありませんので正しい自主申告をしていただきたいと思います。以
上です。
３−６、控除額を引き下げたとき大都市に限ると課税対象者はかなり増えると見込
まれます。3000万円に引き下げた場合の試算では大都市生活者の20％が控
除対象とでています。理由として日本で高額の相続財産として、不動産（特
に土地）が多い点が上げられますが、地価の高い大都市にすむ高齢者の中
には手持ち現金はわずか、唯一の財産が土地・家屋というケースが多いで
す。
　　　　　さらに東京２３区なら5000～6000万円の評価額のつく不動産はざらにあ
り、控除引き下げで控除対象者が増え、相続税が払えずに自宅が差押えと
いうことにもなりかねません。このような小規模宅地所持者に対する「小
規模宅地等の特例」の緩和措置についての言及が無いということは、上述
したような弱者に対する家の差押えも辞さないということですか？
　（財務副大臣）
　お答え致します。ご指摘の「小規模宅地等の特例」につきましては、現行の制度
で既に減額割合を80%で儲けるというような特例が存在しております。なので、ご
指摘のような自宅の差し押さえということは起こりえないと想定しております。以
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上です。
３−７、基礎控除の引き下げを行ったら課税対象となる相続人の無申告が深刻化し
てしまうのではないでしょうか。現在、財務省を解体し歳入庁を設けて年
金の徴税を強化するとのことですが、相続税に関してもそのような制度の
改革も合わせて行うべきなのではないですか。その点に関してはいかが考
えですか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。ご指摘の通り、相続税につきましても例外なく歳入庁による徴
税の強化、いわば脱税対策の強化等を行っていくつもりでおります。以上です。
　（その２）
３−８、今、現在少子高齢化の進行は進んでいて、高齢者への年金・医療費といっ
た社会保障費は増え続けています。すると結局税収は国債費と年々増え続
ける高齢者への社会保障費に充てられることになるのではないのですか。
そのことを考慮して年金・医療費への出費を抑えるなどの対策をしない限
り、世代間の公平性が確保された社会保障制度とはならないのではないで
すか。
　（財務大臣）
　お答え致します。ご指摘の通り、年々増大します高齢者世代への社会保障費に対
して無暗な税源を与えることはわが国の財政運営を考えましても気を配らなければ
ならないことであります。社会保障へのニーズが高まる中、それを無暗やたらに抑
えることもまた気をつけねばならないことであります。我々といたしましては、あ
らゆる世代が国に対して必要としている保障に対して国ができる限りで応えていく
というのが基本の方針です。世代間の公平性につきましては、世代ごとのニーズに
できる限り応えていくことで対応するつもりでおります。以上です。
３−９、それでは、同じ若い世代へ経済循環を目的の一つとして行われた「子ども
手当」および「児童手当」ですが、それらの概要と成果をお聞かせください。
　（財務副大臣）
　お答え致します。児童手当とは、「家庭等の生活の安定に寄与する」こと、「次代
の社会を担う児童の健やかな成長に資する」ことを目的としました制度でございま
す。支給対象には中学校修了までの国内に住所を有する児童が当たっており、年収
ベースで960万円の所得制限額がございます。成果につきましては最近のことであ
るため、まだ把握をできる段階にありません。以上です。
３−10、先ほども述べた通り「子ども手当」は同じ経済活性化・未来世代への投資
を狙ったものです。子ども手当等の補助金で若い世代を潤す一方、今回の
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相続税・贈与税の増税で、お年寄りから搾取する不平等な法案に見えます
が、どのようにお考えですか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。我々はご指摘のような認識をしてはおりません。先ほど述べさ
せて頂きました通り、児童手当の制度というのは家庭等の生活安定・次世代層の健
やかなる成長への貢献を目的としたものであり、必ずしも若い世代のみが対象とな
るものではございません。また相続税・贈与税というのはいかなるときも高齢者の
方々のみが課税の対象になるような税制度では決してありません。ご指摘のような
高齢者世代からの搾取というような認識は微塵も抱いておりません。以上です。
３−11、国家予算の緊迫度から貯蓄の多い高齢者の方に経済を動かしてもらおうと
いう意図は分かるのですが、内閣府の発表によると高齢者の方の個人消費
は、リーマンショック等の経済不況にも関わらず、ほかの世代に比べて大
いにプラス寄与しており、2009年以降の個人消費の持ち直しも高齢者の方
が牽引しているといえます。この事実を加味した上で、政府側はまだ負担
を高齢者の方に負わせるつもりなのでしょうか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。社会に対してのしかかる負担というのは、本来社会全体で負う
べきものです。今回の法改正の意図というのも高齢者に対して限定的に負担を負わ
せるというようなことは考えておらず、社会構成員全体で日本社会全体の負担を負
うために世代に対する差別のない制度設計をしているつもりでございます。その意
味におきまして、高齢者世代への不平等な負担を課している、課そうとしていると
いう認識はございません。以上です。
３−12、本案の附則の３で、施行後五年後までをいったんの目途としていますが、
五年間とすることの意義は何ですか。５年間の期間を設けた場合、６０代
から７０代にかけての、高齢者の中でも比較的若い層が相続をする前にそ
れぞれの財産を投資するなどして相続を避けて、結果的に十分な財政の歳
入につながらないのではないですか。また、内需拡大は達成しても所得再
分配機能の向上にはつながらないのではないですか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。今回、制度施行の状況等を勘案するための目途として５年とい
うようにしましたのは、１年、２年、３年では短い。しかし６年、７年では長いと
いうことで制度改正後の状況等を観察するのにもふさわしい時期として５年を設定
致しました。ご指摘にありました５年間の期間を設けた場合、高齢者世代の中でも
比較的お若い方々が財産を投資するということはどこへの投資かということが極め
て肝心ですが、たとえ直接的には税収の増につながらなくとも、世の中のおカネの
巡りが良くなり、結果的によいかたちで社会に還元されるという意味で問題のない
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ことかと存じます。今回の制度改正が所得再分配機能の向上につながらないだろう
とのご指摘につきましては、投資をされた先で何らかの形の税として歳入の中に加
わるため、結果的には所得再分配機能の向上につながらないとはいえないかと存じ
ます。以上です。
３−13、国家予算の緊迫度から貯蓄の多い高齢者の方に経済を動かしてもらおうと
いう意図は分かるのですが、内閣府の発表によると高齢者の方の個人消費
は、リーマンショック等の経済不況にも関わらず、ほかの世代に比べて大
いにプラス寄与しており、2009年以降の個人消費の持ち直しも高齢者の方
が牽引しているといえます。この事実を加味した上で、政府側はまだ負担
を高齢者の方に負わせるつもりなのでしょうか。
　（財務副大臣）
　質問11と同じ
３−14、海外についての質問です。海外の現地法人数は2004年の１万５千から2010
年の１万９千弱と増えています（経済産業省「海外事業活動基本調査」か
ら）。さらに、海外在留邦人数は1984年の47.8万人から2011年の118.3万人
と増えています（外務省「海外在留邦人数調査統計」）。年々海外に移る企
業数も日本人も年々増えています。その理由の一つに、特に富裕層が、カ
ナダなどの相続税・贈与税０円の国を求めていることもあると思います。
本案で海外のことを規定してないのはおかしいと思うのですがどうでしょ
うか。
　（国税庁次長）
　お答え致します。課税逃れへの対策についてお答え致します。国際課税に関しま
しては、平成24年度の税制改正で対策が既に盛り込まれ、新たに国外財産調書制度
が創設されました。この制度は国外財産の申告漏れを少なくすることを目的として
います。
　なお、委員は、相続税がない国としてカナダを挙げておられましたが、これは被
相続人の財産を100％相続できることを必ずしも意味していません。被相続人の所
有する不動産や株式で購入の時からキャピタルゲインがあった場合はその50％に課
税されることとなります。以上です。
３−15、今回、経済政策の一連で相続税と贈与税の増税をなされる予定ですが、諸
外国（オーストラリア、シンガポール、カナダ、アルゼンチン、バハマ、
コスタリカ、フィジー、マレーシア、タイ、インド、スイス、イタリア、
マルタ、スウェーデン、ポルトガル、ロシア、メキシコ、コロンビア、ベ
トナム、インドネシア、キプロス、スロバキア、チェコ共和国、スロベニ
ア、リトアニア、ラトビア、エストニアなど）では相続税や贈与税を０に
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する政策を行っています。しかし、日本では、現行でも相続税の最高税率
50％であります。さらに相続税、贈与税を上げることは、日本を社会主義
国化することになると思いますがどうでしょうか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。まず事実確認の点からお答えさせて頂きます。まず相続税とい
うのは課税価格に比例する超累進課税率というのが適用される税制度であります。
ただ今ご指摘にあがりました最高税率に関してですが、こちらは課税価格が３億円
以上の方に対して適用される税率です。累進課税は下の方から課税価格が1000万円
以下の方が10%、1000万円を超え3000万円以下の方が15%、3000万円を超え5000万
円以下の方が20%と適用されます。平成22年度の相続税の納付された額の平均とい
うのは1000万円強でありましたので、超累進課税率の適用される全国的な平均はお
よそ15%といえますね。このことからも必ずしも全員の方が55%の最高税率が課さ
れるわけではないということ、そのような方は非常にごく少数であるということが
いえます。
　また、わが国が私有財産制を否定するというご指摘についてですが、そのような
ご指摘は当たらないかと思います。そもそも私有財産制を完全に否定するという立
場に立てば、国は国民から税金を徴収することもできなくなります。国が国民の財
産に介入することが許されないわけですから。しかし、今の時代を考えて下さい。
公共的なインフラ、災害対策、社会保障。これらのことは国民からの税金なくして、
行うことができないんですね。つまり、現代的な国家において原理的な私有財産制
は実行しえません。だからといって、わが国は国民の私有財産を否定するわけでは
ありません。日本は税率100％の国ではないですから。以上です。
会派④「日本明るい未来党」想定問答集
　（その１）
４−１、まず今回の改正にあたりまして、制度の基本的な概要が国民に分かりづら
いのでは、との声が上がっておりますね。政府側ももちろんこれをご認識
であると思います。課税要件明確主義の立場からも、国民が理解しやすい
ものであることは重要ですが、国民への説明責任はどう果たされるので
しょうか。
　（財務大臣）
　お答え致します。説明責任はアカウンタビリティーの訳語で、情報の公開などを
さし、政府は、説明責任は十分に果たしています。
　また従来より、表現に難があったという指摘を受けていました。そこで今回政府
広報資料を作成するにあたり、財務省の広報室長にわかりやすい資料をつくるよう
に指示を出しておりました。しかし、出てきたのはお手元にあるかと思いますが、
広報資料の巻末についている、細かい字と複雑なグラフが書かれている、２ページ
のものでした。どうやらこうしたスタイルが慣例だそうです。そこで広報室長を大
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臣室に呼び、再度作ったものが広報資料の最初のほうのページです。役所の資料は
とにかくわかりにくいので、これからもこうした取り組みをしていこうと思ってい
ます。以上です。
４−２、わかりました。簡単にお答え下さって結構ですので質問します。最近新聞
なんかを読んでおりますと、多国籍企業の課税逃れという話が話題になっ
ているようです。租税回避に対して、行政では、どのような調査あるいは
対策をしているのでしょうか。全般的な税への取り組みを教えて下さい。
　（国税庁次長）
　お答え致します。課税の税務行政についてお応えいたします。所管の部署は国税
庁調査査察部という部署です。悪質な租税逃れはここが捜査を担います。特に相続
税国際的なスキームが増えていますが、国際調査管理官が担当し本庁ならびに各地
方国税局に配置されています。そして重要なのは海外の税務当局と連携を密にとる
ことに加え国際会議やOECDにおいて国際枠組み策定の際に国税庁の専門官が積極
的に策定に関わっています。
　更に人材育成も取り組んでいます。税務大学校で「国際租税セミナー」毎年200
名を４ヶ月間トレーニングをしています。グローバル化で東京・名古屋・大阪の三
大都市圏だけでなく、他の都市圏でも国際的な経済活動が活発化しているためです。
以上です。
４−３、次の質問に移ります。わが国全体としての被相続人一人当たりの平均遺産
額や相続人一人当たりの平均相続額、そして相続資産規模といった調査を
国が行っていません。そのために、相続財産全体を把握できない現状があ
ります。例えば、年間相続資産額の規模の推計を、野村総合研究所では
八十五兆円、日本総合研究所では三十七兆円としています。専門機関が推
計してこれほど揺れがある。こんな状況で、相続税の増税あるいは減税の
影響を正確に見積もることができるでしょうか。政府は年齢階級別の、一
人当たりの保有資産額に関する統計をなぜ取っていないのでしょうか。正
しいデータを積極的に把握していくべきことが法律を改正する前に必要だ
と考えますが、これにつきまして、どうお考えでしょうか。
　（主税局長）
　お答え致します。まず、わが国全体としての被相続人一人当たりの平均遺産額や
相続人一人当たりの平均相続額、そして相続資産規模といった調査を国が行ってい
ないというご指摘を頂きましたが、そのようなことは全くもってございません。財
務省のHPをご覧頂きますと、「相続税の課税状況の推移」という題目で、公表させ
ていただいております。ご確認下さい。また、例に挙げられました、野村総研によ
る年間相続資産額の規模の推計見積もりですが、そのデータの算出過程は明らかさ
れておりません。つまり、民間シンクタンクによるデータには顧客への対応が求め
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られますので、ブレがあるということがいえるのではないでしょうか。以上で、答
弁を終わらせていただきます。以上です。
４−４、相続財産における、土地と家屋、構築物を合計した金額の構成割合はどう
なっているのでしょうか。平成四年のものと最近のもの、この２つの値を
教えて下さい。
（国税庁次長）
　お答え致します。土地と家屋・構築物の取得財産価格をお答えします。
　平成４年度は、16兆3518億円で、直近で公表されている平成23年度は６兆49億円
となっております。以上です。
４−５、昨年八月二日に参議院の社会保障と税の一体改革に関する特別委員会で、
公述人の中村芳雄税理士から徴税の実際をご説明いただきました。それに
よりますと、死亡届を受けた市町村役場は、税務署の方に自動的に亡くなっ
た方の戸籍とそれから資産の評価証明を提出することになっていて、税務
署は戸籍から相続人の数、評価証明から土地、建物の財産の評価がおおよ
そわかる。その時点で土地、建物の財産の合計が戸籍で計算した基礎控除
以下の場合であれば税務署は申告書を郵送しないと、こういうふうにうか
がっております。
　　　　　今、国税庁次長の方から、データをご提示いただきましたが、現在は、
土地や建物だけでは判断基準にならないんですよ。このままですと、同じ
担税力でも相続する財産種類によって、課税されるかされないかわかれ、
水平的に公平な状態とはいえないと思います。税務署は申告書送付の基準
を見直すべきだとおもいますが、どうでしょうか。合法性の原則はしっか
り守っていますか。これは、主税局長、国税庁次長の両人の答弁をお願い
します。
　（国税庁次長）
　お答え致します。ご質問にあります相続する財産種類によって課税されるかされ
ないか、といった事実はありません。現在だと現金・預金の財産が多くとも税務署
が把握していないため申告書が送られることはありませんが課税はされます。 
　さて、委員のご質問にもありました通り税務署による申告書送付の基準を見直す
べきだと思っております。しかし問題は国税庁が現金・預金の資産を申告していた
だく必要があり、あらかじめ把握できないことにあります。近年では現金・預金の
全資産に対する割合が増えていることから、国税庁としては現金・預金の資産の把
握を長年実現するべく取り組んでいます。そうすることでより正確な課税ができ、
申告漏れや申告逃れを少なく抑えることができるからです。次回の税制改正のとき
こそは預金・資産を国税庁が把握する仕組みを盛り込みたいと考えております。以
上です。
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４−６、バブル直前の改正から現在までに改正されたもので結構ですので、これま
での基礎控除額の改正の変遷をご説明お願いします。
　（主税局長）
　お答え致します。平成景気の衰退直前、つまり昭和63年12月の改正時には、基
礎控除額は4,000万円+800万円×法定相続人数でありました。崩壊直後の平成４年
度には、4,800万円+950万円×法定相続人数、その後、平成６年度には、5,000万円
+1,000万円×法定相続人数と改正されました。以上が、これまでの基礎控除額の
改正の変遷でございます。以上です。
４−７、今のご説明から、これまでは、定額部分が五に対し、相続人の数で変わる
部分が一といった割合で基礎控除額が変遷してきたことをご理解いただけ
ると思います。昭和三十三年に基礎控除の計算がこの形になってからずっ
と五対一の割合なんですよ。今回出された法案は、定額部分のみの減額で
して、割合が三対二になっているわけですね。とてもじゃないですが、私
にはちゃんと研究して作られた法案には見えないんですよ。これまでの方
針を変えました理由説明できますか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。今回の法改正では基礎控除の定額部分を現行の5000万円から
1500万円に大きく下げました。この理由は何かといいますと、これから先の日本に
おいて安定的・効率的に相続税の税収を確保するためということです。そもそも今
回の法改正は世代間及び世代内の公平性が確保された社会保障制度構築のために財
政を健全化することが目的です。つまりは、プライマリーバランスを安定化させね
ばなりませんし、税収を増やさなくてはなりません。そしてこれから先の日本は人
口が少なくなっていきますし、相続税の相続人の人数も少なくなってきているんで
すね。このような研究に基づきまして、一件あたりの相続人の人数が少なくなる世
の中になっても、相続税の税収を安定的・効率的に確保する。そのために、基礎控
除の定額部分を大きく下げました。その結果として、従来の５対１という状態がな
くなったわけです。財政健全化の目的において、できうる限りまたふさわしい制度
構築ということで今回のような改正を致しました。以上が今回の方針を変えました
理由でございます。以上です。
４−８、しっかり研究されているならお答えできると思いますが、一つ質問いたし
ます。基礎控除額は、平成四年に改正されたばかりなのに、平成六年に重
ねて改正されていますが、この理由を答えられますか。国土交通省土地鑑
定委員会の地価公示データによりますと、地価は平成四年から下落してい
ます。ですが、平成六年の改正では、基礎控除額は引きあげられています
ね。この僅かな期間で、しかも地価が下落している中、このように改正さ
れたことはとても不思議なことだと思いますがいかがでしょう。
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　（財務大臣）
　お答え致します。平成６年の改正は、基礎控除の引き上げにより、課税対象を少
なくしております。つまり、これは実質的な減税措置であります。このような措置
が平成６年にとられましたのは、当時の経済状況をふまえた政治的要請に答えるた
めでありまして、おっしゃるようにその当時は地下も低下を続けておりました。こ
のような経済的に厳しい状況において、相続税を減税する、基礎控除を引き上げる
ということは特段不思議なことではないかと存じます。以上です。
４−９、基礎控除を引き下げるというのは、バブル後に地価が下がったことが理由
なのだと思いますが、実はバブルに対応して、税額が軽減されたのは基礎
控除だけではないんですね。同時期に配偶者の税額も改正されておりまし
て、こちらは四千万円から一億六千万円まで非課税枠があげられています。
改正の目的が、地価の下落に対応するためならば、こちらも相応に引き下
げする必要があるのではないでしょうか。どうもやっていることがちぐは
ぐな感じがして不審に思うのですがいかがでしょうか。
　（国税庁次長）
　お答え致します。配偶者に対する相続税額の軽減は平成６年の相続税法改正時に
非課税額がそれまでの8000万円から1億6000万円まで引き上げられ、その後度々の
税制改正のときも据え置きになっておりました。確かに委員の仰るように地価の下
落に対応することにより今回の税制改正による控除額引き上げにつながるわけです
が、あくまで地価の下落は理由の一つです。
　配偶者控除の仕組みを考えた時に、夫婦は一緒に助け合って生活をし、お互いは
被相続人の資産形成に大きな役割を果たしています。また配偶者の老後を保障する
必要もあります。さらに、配偶者同士は同世代であることが多いため、短期間のう
ちに相続が２回発生し、もう一度同じ財産に相続税がかかることになります。こう
した事情を考慮し、今回の税制改正でも配偶者控除額は据え置くことにしました。
なお、今回の改正では相続時精算課税に新しい仕組みを盛り込んでおりますから、
相続された貴重な財産を孫世代に使って頂ければという意図があります。以上です。
４−10、相続税のモデルケースは通常、夫の遺産を妻と子供二人の計三人で相続す
る、四人家族を設定し、計算がなされていますが、昨今、子供のいない家
庭が増えてきたことを踏まえると、そのケースについても十分検討される
べきであるかと思います。総務省統計局の発行する「日本の統計2013」に
よれば、平成二十二年の時点で、夫婦のみの家庭で高齢者を含む家庭は
六百二十万世帯あります。今回出された政府案で基礎控除額を計算します
と、この家庭では、一千五百万円と一千万円に法定相続人の数を乗じた
額の合計で、二千五百万円になるわけですね。現行ではこの家庭の基礎
控除額は六千万円ですが、本法案では基礎控除額がいままでの半分以下
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になってしまいます。基礎控除額が三千五百万円も下げられるのですか。
二千五百万円といいますと、一般的な家を持つ家庭でも課税対象になって
しまうではないですか。預金がなかったら、家を売り払わなければならな
い事態も出てきますよね。相続税の趣旨にも反するのではないですか。
　（財務大臣）
　お答え致します。国税庁の統計情報によりますと、平成23年度法定相続人一人当
たりの相続額の平均というのが「800万円」と出ております。今回の控除額引き下
げにより、控額は2500万円になりましたが、それでも平均の相続額より大きい金額
を控除することを保証しています。よって、大多数の一般家庭への負担はそれほど
大きくないと考えております。家を売り払わなければいけないようなケースも少な
いと考えております。以上です。
４−11、平成四、六年にバブルに対応する基礎控除額を設定してからおよそ二十年
間、地価の下落が続いたのにもかかわらず、制度が見直されなかったと仰
いますよね。しかしながら、被相続人一人当たりの法定相続人数の平均は、
国税庁統計年報書によりますと、バブル前の昭和五十八年には四・一人、
直近のデータ、平成二十三年のデータだと三・〇三人となっています。こ
れが何を示すかといいますと、法定相続人の数が一人以上減っているとい
うことで、基礎控除額が一千万円減額されているのと同じ効果があります。
これは一時的なものではなく、昭和五十年頃から法定相続人の数は、漸減
しています。これを踏まえた上でも、基礎控除の引き下げは必要なのでしょ
うか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。まず事実の確認から入らせて頂きます。昭和58年から平成23年
にかけて被相続人一人当たりの相続人数の平均、つまりはお亡くなりになった被相
続人の方から財産の相続を受け取る相続人の方々の平均数が4.10人から3.03人に減
少されているというご指摘は事実でございます。
　次に、平均相続人数が約1.0人分減少したことは、基礎控除額が1000万円減額し
たというご指摘は当たらないかと思います。といいますのも、一般的に基礎控除額
の減少というのは相続税課税対象者になる人の数が増えやすくなるということで、
実質的には税収の増につながるのですね。しかし、平均法定相続人、相続財産を受
け取る方々の数が減るということは課税対象者の数が減るということでありますか
ら、これは税収の減なんです。つまり、基礎控除額の減額は税収の増を意味し、平
均法定相続人の数が減少するということは税収の減を意味致します。このように、
ただ今ご指摘にあがりました平均法定相続人が約1.0人減少したことは基礎控除額
が1000万円減額されたことを意味するということは成り立たない言説かと存じます。
　また、ご質問にありました基礎控除の引き下げは必要なのかということに関しま
しては、必要と認識している、そうお応えさせて頂きます。委員から指摘のあった
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通り、ただ今法定相続人の方々は年々少なくなっており、相続税の税収の合計も減
少傾向にございます。これは、今後わが国が健全な財政の下に社会保障費を確保す
るという道を通っていくのであればどうにか解決しなければいけない課題でござい
ます。今回の改正は基礎控除の引き下げにより、課税対象となる方々の範囲を拡大
し、相続税の税収増を目的とする改正でございます。以上のように、基礎控除額の
引き下げを致しませんと、来る高齢社会に備えた財政運営・社会保障をわが国は乗
り越えられないでしょう。以上、今回の法改正で基礎控除額を引き下げるべきとの
認識の理由を説明させて頂きました。以上です。
４−12、ありがとうございます。では、ここに二〇一二年十二月十九日付けの「日
本経済新聞社」の記事があります。ここで指摘されていますのは、先ほど
の様な裕福な家庭においても、近年問題となっている相続税の滞納による、
スライド現象の問題についてです。まあ、難しく言いますと「相続税の連
帯納付義務」ですね。こうして相続税等を滞納してしまいますと通常、同
じ家族の負担となります。この記事にもありますが、一般的な連帯保証人
の制度は手続きが必要となっているのです。しかし、相続税につきまして
は、同じ家族に産まれるだけで、連帯納付義務を負わされるのです。現行
の制度は、規定が大変厳しかった旧制度に改善を加えたものですので、多
少、親族に対する配慮はなされております。ですが、これでもまだ滞納金
のスライド現象による親族の負担は大きいのではないでしょうか。といい
ますのも、今回の改正はこの負担を当然大きくするものになりますので。
こうした制度の議論をもっとするべきではないでしょうか。大臣、お答え
下さい。
　（財務大臣）
　お答え致します。さきほど指摘して頂きました、連帯納付義務という制度は見直
されました。2011年の改正で、死後10カ月の申告納付期限を過ぎたら税務署が督促
状を本人に送り、それから１カ月たったら、ほかの相続人に連帯納付義務を予告す
る決まりになったので、納税をいきなり知らされることはなくなりました。また延
滞税は利子税に代わりました。
　さらに、12年４月からは申告納付期限から５年間、ほかの相続人に通知が送られ
なければ連帯納付義務がなくなるほか、納めるべき人が延納か納税猶予を認められ
れば連帯納付義務はなくなることになりました。ほかの相続人が代わりに納めたら、
本来納めるべき人に「立て替えた額を返して」と言う「求償権」があります。国民
の皆さんに納税対策を早めに考え頂き、遺産分割までに全員分の納税資金を確保し
てもらうことが大切だと思います。ほかにも対策として、税金を払えない不安があ
る場合は、納税額を差し引いた上で“税引き後相続財産”を兄弟に渡したり、遺言
に納税手続きを任せる人を明記し、遺言執行者に任命すれば手続きに困ることはな
いと思います。以上です。
模範議会2013　記録と資料
−379−
４−13、国税庁に質問します。非上場企業の株式に係る相続税・贈与税の納税猶予
の特例制度を創設してから、これまで何件の適用がありましたか。また、
同じ期間で、農地等に係る相続税・贈与税の納税猶予の特例制度適用件数
も教えていただけますか。
　（国税庁次長）
　お答え致します。非上場企業の株式に関わる相続税・贈与税の特例制度は平成21
年に創設されました。平成21年から平成23年の適用数は277です。
　同時期の農地等に係る相続税・贈与税の納税猶予の特例制度 適用件数は6538と
なっております。以上です。
４−14、ありがとうございます。中小企業庁の統計によれば、中小企業は
四百二十万社あります。一方、総務省統計局「日本の統計2013」によりま
すと、農家戸数は百五十六万戸となっておりまして、中小企業数は農家戸
数を優に超えます。いま頂いたデータから、中小企業の特例制度利用件数
は、農地等の特例制度利用件数の二十分の一、三十分の一となっておりま
す。この扱いの差は適当ではないでしょう。先の事業承継の改正を踏まえ
ましても、この扱いの差が埋まるとは到底思えません。不公平なのではあ
りませんか。どうですか。何か方策はありますか。
　（主税局長）
　お答え致します。まず、「非上場株式等についての納税猶予の特例」と「農地等
納税猶予制度」による扱いの差が適当ではないとのご指摘を頂きましたが、まず、
両者は作られた年代が大きく異なります。前者は平成21年に対し、後者は昭和39年、
50年と一世代近い開きがあります。よって、前者の認知度は後者と比較いたします
と、低いと言わざるをえません。それが利用件数に影響していることひとつ言える
でしょう。しかしながら、そもそも両者の制度は作られた目的が異なります。前者
は利益積立金相当に関して、譲渡前の株式保有比率に応じ、みなし配当課税がかか
るため、相続した株式の発行会社への譲渡による相続税納税資金の調達等が困難に
なっていたものを適正にする目的であるのに対し、後者は、農業投資価格を超える
部分に対応する相続税について、納税猶予期限まで納税を猶予し、当該期限が到来
したときに免除されることで、意欲のある農業者の方々に農地を円滑に継承してい
ただく目的であります。要するに、先に述べましたような目的の違いがある制度を
単純に比較するということは適当ではございません。両者に対する利用率が同率で
あれば、公平であるというわけではございません。以上です。
＊　注記
　この答弁集は、６月７日現在で通告された質問項目をもとに作成されています。
その後の質問内容の変更は反映されていません。
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資料⑧　委員会における反対討論文
　私は、遊覇巳嚇党を代表いたしまして、税制の安定及び公平性の確保を図る為の
相続税法等の一部を改正する法律案に対して反対の立場から討論させていただきま
す。
　現在グローバル化が進み、多くの日本企業が海外へ進出していることもあり、産
業の空洞化が進行してしまっています。そんな状況にさらに追い打ちをかけるよう
に相続税を増税したら財産や株式を奪われると考えた企業は海外に店を移し、さら
に産業の空洞化が進むのではないのでしょうか？みなさん、海外に目を向けてくだ
さい。今、海外企業が次々と参入して、発展している地域はどこですか？インドネ
シアやシンガポールの東南アジアの地域です。実はその東南アジアの地域の多くの
国は相続税が０、もしくは低税率なのです！！もちろん、東南アジアの地域だけでは
なく、オーストラリア、インド、イタリアなど数多くの国が相続税、贈与税がゼロ
なのです。つまり、世界的に見れば相続税は低税率、増税をするなど言語道断なの
です。相続税がゼロでなければ、所得税を課税したあとに残った財産をさらに、相
続税で課税されるのです。これは完全な二重課税であり、税制の適合性から見ても
正しくないと思いませんか？また、この法案は年々海外に住む日本人の数や企業の
数が増えているにも関わらず、海外の日本人に対する相続が不明確であり、法案に
不備があります。そもそも、増税は不景気な状況の際に行うものではありません。
本当に増税するタイミングは適切だと言えますか？消費税が1997年に３％から５％
に増税されて以来、15年間経済が好転したことはありますか？将来性の無い増税は
ただ国民の負担になるだけです。このことから理不尽な増税を行う本案を通すこと
は、断固阻止しなくてはなりません。
　二点目の問題点は最高税率55％が高すぎる点です。もし、あなたの財産、もしく
はあなたが相続するはずであった財産の半分以上が税によって取られたらどうです
か。例えば、両親と子供１人の世帯があったとします。しかし、大黒柱であった父
が突然の事故で亡くなってしまい、母親と子供は取り残されてしまいました。しか
し、その世帯には父親が残した財産があり、それを相続すればなんとか暮らしてい
ける状況でした。そんなところに国税庁の者がどかどかと足を踏み入れ、『相続税
は55パーセントです。』と言葉を投げかけ、頑張って父親が残した財産を奪ってい
くのです。今、政府がやろうとしているのはこういうことなんです。もはや、富裕
層だけの話ではありません。この法案が可決され、基礎控除額が下がった場合、み
なさんの家庭も税の対象になりえるのです。これは、もはや私有財産制の否定にな
るのではないですか？民主国家である日本で私有財産の否定はあるまじき物であ
り、この法案を通す事は断固阻止しなくてはなりません。
　三点目の問題点は高齢者に財産の搾取が集中している点です。相続税増税は若者
と高齢者の世代間格差をなくす、経済状況の好転を目指してますが本当になると思
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いますか？貯蓄の多い高齢者の方に経済を動かしてもらう意図は分かりますが内閣
府の発表によれば高齢者の個人消費は他の世代に比べて大いにプラス寄与してお
り、現行でも高齢者が個人消費の持ち直しも担っていると言っても過言ではありま
せん。それにも関わらず、死んでも、なお高齢者の方の財産を奪おうとするのは本
当に正しい事なのでしょうか？
　本案は国際的な基準、税率の正当性、高齢者への負担の増大を考えもこの法案に
は不備があります。このことからこの本案を通すことに断固反対し、我が党の討論
とさせていただきます。ありがとうございました。
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資料⑨　委員会における賛成討論文
　私は本法案に賛成です。
　本法案は世代間および世代内の公平性が確保された社会保障制度を構築すること
を主眼としております。世代間または世代内格差について「不合理である」等、様々
な意見をお持ちの方もいらっしゃることと思います。現行の社会保障制度は、負担
を将来世代へ先送りしている点が問題であると指摘されており、世代間格差がこれ
以上拡大しないようにするために現在の高齢者と将来世代が共に不公平感を感じな
い制度作りが課題となっています。
　まず、世代間格差についてですが私どもといたしましては高齢者世代から次世代
へと、社会的インフラ・教育など、金銭的価値で示すとこの出来ない様々なものが
受け継がれていくことから、重要な問題ではないと考えています。
　また、内閣府より公表されています「高齢者白書」によると、高齢者世帯は世帯
人員一人あたりの年間所得が197.9万円に対し、全世帯平均207.3万円と大きな隔た
りはなくなっています。貯蓄額につきましては世代間において確かに差がみられま
すが、本法案の可決により、高齢者からの生前贈与が加速し世代間格差は是正され
ると思われます。
　世代内格差は多くの世代でみられますが、高齢者世代と30歳未満でその傾向が濃
く出ています。格差が大きく進行している30歳未満では正規労働者と非正規労働者
間での格差が顕著であり、大きな要因となっています。非正規雇用者の正規雇用化
は難しいため、雇用形態が固定され所得の差が残り続けると考えます。これらの格
差の是正のためには研究開発、高付加価値部門の生産工程を国内で行い、雇用機会
を増加維持し、法人税引き下げ、TPP締結などによって生まれる平均所得の増加は
急務であります。
　また世代間格差の是正のため、現在の天賦方式の年金制度から積み立て式への移
行もはかられています。本法案はそのための財源として相続税の基礎控除引き下げ
を行い、相続人、すなわち次世代における世代内の格差是正を実現しようとするも
のであります。
　しかしながら、高齢者または若者に過度の負担を強いるようであれば、適宜法案
の改正を行っていきたいと考えております。
　以上の理由から本法律案に強く賛成することを表明し、討論といたします。あり
がとうございました。
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資料⑩　附帯決議案
　私はただいま可決されました税制の安定及び公平性の確保を図るための相続税法
等の一部を改正する法律案に対し、自由みんちゅ党、遊覇巳嚇党及びこの素晴らし
きセ会の各派共同提案による付帯決議案を提出いたします。
　案文を朗読いたします。
税制の安定及び公平性の確保を図るための相続税法等の一部を改正する法律案に対
する付帯決議（案）
　政府は本法の施行にあたり、次の事項について適切な措置を講じ、その運用にあ
たっては万全を期すべきである。
一、中小企業の相続については、事業継承税制の改正のようなリスク軽減に努める
こと
二、今回の改正で増えた税制については高齢者対象の社会保障費だけでなく、若い
世代の社会保障費にも充てて世代間格差を是正するようにすること
三、今回の改正を行う際、所得再分配につながるような措置を講ずること
四、農家での事業継承においても、中小企業同様、リスク軽減を
五、増税を行う際、国民からの理解を得られるよう、必要な措置を講じること
　右決議する。
　何卒皆様のご賛同を賜らんことをお願い申し上げます。
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資料⑬　委員長報告
　ただいま議題となりました税制の安定及び公平性の確保を図るための相続税法等
の一部を改正する法律案につきまして、財政金融委員会における審査の経過と結果
を御報告申し上げます。
　本法律案は、財政の健全化を目指しつつ、公平性が確保された社会保障制度の構
築が現在の我が国の直面する重要な課題であることに鑑み、世代間及び世代内の負
担構造の偏りを是正する措置を講じ並びに内需拡大による経済状況の好転をはかる
ために、社会的弱者に配慮しつつ、地価の変動に見合った基礎控除額の見直しをす
るとともに、若い世代への早期の資産移転を促す税制上の措置を講じようとするも
のであります。
　委員会におきましては、憲法２５条との関連、所得課税清算説、高齢者の個人消
費、相続税の財源の使途、富野再配分機能、基礎控除額の改正の変遷、相続税の連
帯納付義務等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願
います。
　質疑を終局した後、討論に入りましたところ、〔遊覇已嚇党〕の〔　　　　〕委
員より、本案について反対、〔素晴らしきこのセ会〕の〔　　　　〕委員より賛成
する旨の意見がそれぞれ述べられました。
　討論を終わり、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきもの
と決定いたしました。
　なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。
　以上、御報告申し上げます。（拍手）
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資料⑭　本会議における反対討論文 ⑴
　私は遊覇巳嚇党を代表いたしまして、税制の安定及び公平性の確保を図る為の相
続税法等の一部を改正する法律案に対して反対の立場から討論させて頂きます。
　相続税増税、と聞いて国民の皆さんは何を思い浮かべるでしょう。富裕層への増
税だろう。財産の無い我が家には関係ない。と思うのではないでしょうか？今回の
法案をよく検討すると富裕層は勿論、一般家庭までもが課税対象になるのです。即
ち一つ目の問題点は公平な社会を詠いながら実際は全く公平ではないことです。例
えば地価の高い都市部に住む方への課税の集中があげられます。都市部に住む方の
中には土地しか持っておらず慎ましい生活を送って居る方も居るでしょう。その人
たちは当然のことながら相続税など払えません。では、どうするのでしょうか？政
府の答えは簡単で“金がないなら土地を売れ”です。相続した子供たちも「親と暮
らし、育った家を売るしかないか」と言い住み慣れた思い出深い住居や店舗を相続
税支払いの為に手放すことになります。これにより伝統工業が衰退することも否め
ません。本案はまじめに働いてきた人の生活をも奪ってしまうのです。遂には相続
争いの発生、ストレスによる自殺。過去にもバブル崩壊直後に多くそのような悲劇
が発生しました。政府はそれを繰り返すというのでしょうか。本案は“所得格差是
正”ではなく都市部の格差拡大を生むのです。この事態を阻止する為に、我が党は
この法案を否決すべきだと主張します。
　二つ目の問題点は税務署職員の不誠実な税務調査の実態です。税務調査は基本、
法人・一般家庭に行われます。しかし税務調査は必ずしも皆に平等に行われず、実
態はかなり偏った調査なのです。ある元国税調査官の方の話では納税に駄々をこね
る法人や国税庁OBの税理士がいる法人への調査を意図的に避ける、一億円の税金
をその場で1000万円にするという不正が行われたそうです。さらに調査官の間では
「申告漏れは探すのではなく創るものだ」という風潮もあるとか。本案成立でこの
ような税務署職員の人員が増え、一般の公務員より給与が１割ほど高い事に疑問を
感じます。不正から目をそらし、自らの権力を守りながら国民から搾取する政府は
到底信用できるものではなく、またその横行を助長するような本案はやはり即刻否
決すべきだと主張します。
　三つ目の問題点は国民の財産が必要以上に政府に脅かされることです。相続とは
自分の両親や祖父母が今まで作り出した財産を自分の未来世代へと託すことです。
その財産は残した側の生きた軌跡であり、受け継ぐ側にとっては立派な思い出です。
しかし、その財産をなぜ奪われなくてはならないのでしょう。本案では最高税率が
55％、財産の半分以上が徴収されます。海外の多くは相続税が低税率・０の国まで
ある中で、なぜ日本は減税の流れに逆行しするのでしょうか。今回の増税は立派な
私有財産制の否定です。
　本案から伺えることは三つ。政府は税収収益に目がくらみ、平等性を掲げながら
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弱者から財産を奪おうとしていること。本案は税務署職員の不正を助長すること。
そして、政府は本案施行後の将来への見通しが甘いことです。海外への資産移転問
題、国内産業の空洞化の問題、小規模宅地に対する緩和措置への対応はない。税金
を扱う税務署職員の横行を野放しにしたままでのさらなる職員数の増加。増加した
分の人件費はどこから出るのか。想像力の無い政府はこれらの問題点を棚上げにし、
結果、国民の首を絞めるのです。そのような事態は絶対に阻止しなくてはなりませ
ん。
　以上のことから本案を通すことに断固反対することを表明し、我が党の討論とさ
せていただきます。ありがとうございました。
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資料⑮　本会議における賛成討論文 ⑴
　私は、ただいま議論となりました、財政の安定及び公平性の確保を図るための相
続税法等の一部を改正する法律案に対し、自由民ちゅ党として、賛成の立場で討論
を行います。
　まず、第一に、世代間格差是正に向けた積み重ねの必要性について述べます。
　現在の税制では租税法では、低賃金層において、所得税の負担は低く抑えられて
いますが、社会保障負担の所得費は相対的に高めであり、再分配後の所得格差はむ
しろ拡大しています。政府の課税によって貧困率が拡大し、可処分所得が不平等に
なる傾向にあるわけです。
　特にこの傾向が強く存在するのが、勤労世代と退職後の高齢者世代を比べた場合
です。そもそも日本の社会保障制度は、高齢者の大部分が経済的に弱者であること
が前提の時代に作られました。そのため勤労世代が社会保障費を強く負担する構造
となっています。しかし、高度経済成長期を経て、経済的に強い高齢者、言い換え
れば、資産を多く持った高齢者が存在するようになりました。経済的に弱者である
高齢者への配慮は引き続き行いますが、保有資産額の合計を比較すれば、若者と高
齢者では大きな格差が存在します。
　今回の改正案が是正せんとする世代間格差は、この保有資産の格差です。日本は
すでに高齢社会を迎え、やがて若者１人が高齢者１人を支える時代が訪れます。高
齢者が多額の資産を持つようになった今、少しでも勤労世代の負担を軽減・補填で
きる法案はいち早く可決すべきではないでしょうか。
　反対派の議員の先生方は、あまりこの法律案の有効性・何が大事で、何をやろう
としているか、正しく理解していないようでしたが、すでに最低限配慮すべきこ
と、例えば小規模宅地法の特例・事業承継税制・分割納税制度といった社会的弱者
の負担を軽減する制度はすでにございますし、法制度を整えていく努力は引き続き
行なっていくことです。
　ならば、まずは、たとえ小さなことでも、やるべきことを、できることから実行
する。それが我々政治家の仕事でしょう。
　本法案は世代間格差の解消・富の再分配に確かにプラスの効果があります。そう
である以上、税と社会保障の抜本における改革のひとつの足がかりとしてならば、
本法案は非常に意義のある改正となることは間違いありません。
　第二の理由として従来の相続税法が想定していた状況から大きく変化している点
も述べさせていただきます。相続税の基礎控除は住宅用宅地の相続円滑化を目的に
設定されました。その後、バブル期に地価が高騰した際の負担の軽減など経済的観
点から5000万円に変更され現在にいたっております。現在の基礎控除額の数字がそ
の正当性をすでに失っていることは先の委員会でご私的された通りです。いち早く
公正な数字への改正が必要です。
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　最後に、今というタイミングの重要性について述べます。
　自由民ちゅ党は政権獲得後今現在もアベノミクちゅを進めて参りました。異次元
の金融緩和・財政出動の効果で、資産家の期待感が上がっている今を逃して、いつ
痛みのある相続税法の改革ができるでしょうか？特に今回の法案はアベノミクちゅ
によって広がったパイを、より適正かつ公平に分配するための手段とも言えるので
す。
　ぜひ反対派の先生方は党議拘束と国益、どちらが重要か考えていただきたい。
　日本の財政赤字はひっ迫した状況であり早急な抜本的改革が必要です。プライマ
リーバランスを黒字とするためには、社会保障費の安定財源化を「消費・所得・資
産」の３要素に対する増税で果たす必要があることは言うまでもありません。これ
に反対を投じるのは、子どもたちの未来に負担を押し付けているのと同じです。
　しかしながら、所得税増税は現役世代への負担増を鑑みれば限界があります。さ
らに、消費税増税は逆進性の欠陥が政府税制調査会に指摘されております。アベノ
ミクちゅの最中、そんな所得税や消費税を増税して景気を冷やすことは、到底、今
行うべきことではありません。ならば、資産に対する課税こそが財政改革の第一手
として選択し、いま実行すべき改正であり、まずやるべきことです。
　以上の理由から、本法案に賛成することを強く表明し、討論と致します。ありが
とうございました。
模範議会2013　記録と資料
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資料⑯　本会議における反対討論文 ⑵
　私は、日本明るい未来党を代表し、ただいま議題となっております、税制の安定
及び公平性の確保を図るための相続税法等の一部を改正する法律案に対し、反対の
立場から討論を行います。
　最近、書店へ行くと相続税制度を詳説している本を見かけます。近年税制改正が
話題となっており、それに伴って、準備や制度の理解に国民が関心を置くようになっ
てきています。これは相続税が国民にとって、なじみ深いものであることを物語っ
ている訳です。では冒頭に、そもそもの相続制度について確認をしておきます。相
続制度は、明治三十八年より永らく続いている制度です。近年においては、平成期
のバブル経済による地価上昇も影響し、相続税課税率の変動は頻繁に起きています。
今回我々は、様々な観点より改正案を精査した上で反対主張する訳であります。
　まず第一に、今回の改正案は根本的に、これまでの相続税制度の背景を踏まえて
おらず、到底賛成できるものではありません。我々、日本明るい未来党がまとめ
ましたところ、改正案の課税標準において、一億円以下は三十％、三億円以下は
四十五％であり、税率は十五％の開きがあり大雑把であります。繰り返しますが、
このように現在の税率へと改正されたときと比べましても大きく基準設定が異な
り、改正案の課税標準ごとの税率が適当に決められたことを証明しているのです。
基準ごとの計算を怠った結果とも言えます。疑問が生じるのは言うまでもないで
しょう。
　第二に、今回の改正案で示された基準は、これまでの相続税の歴史を全く無視
し、従来から続く制度の在り方に大きく反しているのであります。昭和三十三年に
相続税の計算方式が現在と同等の方式を取るようになってから基準額が五：一の割
合となっているわけであります。しかしながら、改正案においては、一千五百万円
+一千万円となっており、三：二の割合をとっています。これは、これまで制度を
安定させてきた相続制度上のバランスを失わせる上、制度適用者に不公平をもたら
す原因となります。質疑に重ねて、本案では法的安定性と公平性を欠くことも付け
加えておきます。またさらに、歴史的制度的観点からみましても、現在の四％とい
う課税割合は低いものではありません。第二次世界大戦後の相続税の改正から、バ
ブル前までの約四十年、平均すると課税割合は三.五％でした。現在の課税割合は
適正であることをご理解いただけると思います。
　第三に、改正案の相続時精算課税税率は重大な問題があり、制度上不公平が生じ
ることが考えられます。法学におきまして、租税特別措置法を「隠れた補助金」と
呼ぶことがあります。今回の改正案では二十％の税率をいっきに十％まで下げるこ
とになります。これでは税率の下げ幅が大きすぎ、また五年間という期限からして
も、隠れた補助金としての機能が如実に出ているのです。我々はこうした要素を容
易に見過ごす訳にはいきません。改正前後を比べメリットやデメリットを考えまし
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ても、間違いなく折り合いが付くものではないことは明らかです。
　最後になりますが、私が第一に主張したいのは、政府の杜撰な法案作成でありま
す。制度理解、歴史認識、課税基準の見直し、どれを見ても行き当たりばったりの
改正案であります。また、相続税法の表面のみをいじった改正と捉えることも可能
であり、研究不足であることは明白であります。よって改正案は合理性を欠いてお
り、断固として賛成することはできません。
　以上、本法案に反対する理由を述べまして、私の討論を終わります。
　ありがとうございました。
模範議会2013　記録と資料
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資料⑰　本会議における賛成討論文 ⑵
　私は、素晴らしきこのセ会を代表いたしまして「税制の安定及び公平性の確保を
図るための相続税法等の一部を改正する法律案」に賛成の立場から討論をさせてい
ただきます。
　まず、第一に現行の相続税に関してですが、これは相続税の「財の再分配」とい
う社会的意義という観点から考察すると機能しておりません。そのため改正の余地
があるものと考えております。そもそも相続税の基礎控除額はバブル景気時代に地
価の上昇と共に大幅に引き上げられていきました。しかし、それ以来、基礎控除額
の見直しは行われていません。地価の上昇と共に引き上げられた基礎控除額は地価
の下落と共に引き下げるのが妥当であります。しかし、一切行われてこなかったの
であります。そのため、このたびは相続税の基礎控除額を引き下げ、地価の変動と
見合ったものにするべきであると考えております。また、平成24年度の統計では、
相続税の対象になったのは100件中４件のみであり、その税 発生件数はごく少数で
あります。相続税は国税収入に占める全体の３％前後であり、実態として相続税が
徴収されるパターンは少なく、その額も小さいのであります。これでは相続税が機
能しているとは言えません。そのため、相続税を改正し、基礎控除額を引き下げる
ことで、相続税をより機能したものにすべきであります。
　第二に、若者の福祉についてです。わが国は、先進国の中でも一際少子高齢化が
進んでいる国であります。いまや65歳以上の人口は25％程度であり、これが30年後、
30％を超えると言われております。
　そのため労働力はどんどん減っていくと予想されます。年金受給世帯も増えてい
くでしょう。この負担を受けるのは若者であります。少子高齢化する日本を支えて
いくのは、若者や働き盛りの現役世代であり、これから生まれてくる子供たちであ
ります。これからは数の減っていく若者に支援していかなくてはならないのです。
しかし日本にある資産の50％を保有しているのは60歳以上の方々です。それに比べ、
金融広報中央委員会によりますと、20代の約39％、30代の約32％が「貯蓄ゼロ」と
言われています。（金融広報中央委員会の「家計の金融行動に関する世論調査［単
身世帯調査］平成24年調査結果」）高齢者に財が偏在し、若者は貧困化しているの
です。このような状況はこれからの日本を背負っていく若者が頑張ろうと思える環
境ではありません。ただちに改善しなければならないのであります。相続税は「財
の再分配」という社会的に要請された意義を持っております。相続税は財の偏在を
解消し、固定された財を動かし循環させるという機能を持っているのです。現代の
若者の貧困と高齢者の財の偏在を考えた際、相続税が持つ意義というものは大変大
きくなっていきます。そこで相続税を改正し、基礎控除額を引き下げることによっ
て、高齢者の持つ財を若者への支援に補填するべきであると考えております。
　以上の理由から、本法案に賛成することを強く表明し、討論と致します。ありが
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とうございました。
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